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1 パブリック・コメン

ト制度の運用事務 

秘書課 改善し，継続 ○市民への情報提供の充実，説明責任の向上，市民協働の推進のため，施策

等の形成過程において，広く市民等に対し意見を求める当制度の意義は大き

く、より積極的に進めることで市民協働の行政運営を進めて行っていただき

たい。 

 しかしながら，出された意見数が少ないという課題がある中で，施策等の

案の公表時において，市民が関心を持ち手に取り読んでいただけるような概

要版及び論点を整理した図表の提示等，閲覧方法等に工夫をすべきである。

○市民の意見を施策等に反映させ，市民と協働の行政運営を行っていく

にあたり，より多くの意見を集めるための工夫として，閲覧場所に当該

案の制定・改定の経緯や図表による解説を記載したポスターを掲示する

こととしました。なお，ポスターのタイトルを，「あなたのご意見をお

聞かせください」とし，より分かりやすいものとしました。 

 また，概要版についても必要に応じて対応していきます。 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

２ 笠間ファン倶楽部

推進事業 

商工観光課 改善し，継続 ○笠間ファン倶楽部の有料化を進めているが，500 円，2,000 円，3,000 円の

会員になった場合のメリットが不明確であり，有料会員の増加の妨げになっ

ていると思われるので，区分ごとの特典を明示すべきである。 

 

○当事業は，如何に会員を増加させ，笠間市に訪れていただき経済効果に結

びつけるかが重要である。そのためには，魅力あるコンテンツとして，協力

店の拡大を図るべきである。 

 

○有料会員制度の導入により，無料会員の位置付けが不明確になっているよ

うに感じられる。会員に限らず市内全戸に季刊誌を配布する一方で，市外の

無料会員については，何ら情報を提供していないので，退会してしまうこと

が予想されるため，情報提供のあり方を整理する必要がある。 

○3段階に分かれている有料会員に対し周知を図ったうえで，平成 25 年

度から 5,000 円会員に一本化し，事務の効率化と会員メリットの拡大に

努めます。 

 

○平成 24 年度中に協力店拡大のため再調査を実施し，会員の増加につ

ながる対応を図っていきます。 

 

 

○年度末の有料会員募集通知及びファン倶楽部通信の春号を全会員に

郵送し，無料会員対策を講じます。 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

３ 笠間のまつり事業 商工観光課 改善し，継続 ○当事業は，子どもから高齢者まで参加でき，大勢の人が作る楽しみと参加

できる楽しみを享受する事ができるまつりとして，特に次代を担う子どもた

ちのために重要と考えられ，それが市民のためにもなると思われるので継続

を望む。 

 

 

 

○青森ねぶたを中心として組み立てられているが，笠間の特色を生かした独

自性のあるまつりに発展させてはどうか。 

 

 

 

○市民自らの手で創りあげる市民協働の意識をつくり，誰でも参加できる市

民総参加型のまつりを目的として掲げているが，現状は笠間市全体のまつり

とは言い難い。 

 市民総参加型のまつりを実現するために，実行委員会と課題の共有を図り，

○笠間のまつりの灯籠流しについては，8月 16 日の送り盆として定着し

ており，当日は子どもから高齢者まで家族で参加していただいていま

す。また光のオブジェパレードでは，保育所・幼稚園・子ども会などで

参加していただいています。子どもたちにお祭りを経験させることは，

情操教育の観点からも好ましいと思いますので，継続できるよう実行委

員会と協議していきます。 

 

○22 年に及ぶ笠間のまつり開催の中で，青森との交流も盛んになり，笠

間ねぶた囃子同好会が発足したり，独自の光のオブジェを作成する団体

も現れて，近隣にはない笠間のまつりの特色となっています。今後も，

もっと多くの市民が参加できるまつりの形を目指していきます。 

 

○当事業は合併前から開催していることから，笠間地区のまつりとして

の意識が強いように感じられるため，実行委員会でも課題になっていま

す。 

今後は組み立て段階で実行委員を友部・岩間地区から広く勧誘，募集

事業のやり方改善によ

る成果向上 

 

行政関与の軽減 
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工夫をしながら進めていただきたい。 を行い，また灯篭流しや光のオブジェパレードへの創作や参加について

も，広く募集に努め市民総参加型のまつりが出来るよう進めていきま

す。 

４ デマンド交通シス

テム運行事業 

企画政策課 改善し，継続 ○７０％以上の利用者が高齢者で利用者にとっては無くてはならない公共交

通機関として，広く市民に認知された事業に育ってきており，県内他市町村

の取り組み状況からも担当課の努力の成果がうかがえる。また公共交通空白

地帯の解消を行うには，高額な費用を要する当事業ではあるが，より運行経

費を削減する取り組みを行っている事も評価できる。今後も，最小の経費で，

最大の効果が発揮できるよう，事業を進めて行ってほしい。 

 

○更なる新規利用者を増やすために，分かりやすく親しみのある愛称を付け

てはどうか。 

 

○新たな財源の確保という観点から考えると，デマンドタクシーは市内をほ

ぼ毎日移動していることから，路線バスと同じように動く広告媒体と捉える

事ができるため，企業広告の募集を検討してはどうか。 

 

○高額な費用をかけ，このシステムを維持していくためには，当事業の本来

の目的を達成する事に向かって，市民ニーズを的確に把握して行かなければ

ならない。そのような中，運行日については事業開始から平日のみの運行に

限定されているが，潜在的な土曜日及び日曜日の利用希望者は多いと思われ

るため，運行拡大を検討すべきである。 

○平成 25 年 3 月に予約システムの更新を迎えることから，受付業務の

負担軽減，運行業務の効率化，コストの縮減を図るため，運行計画自動

生成機能を有すること及びシステムサーバのクラウド化を条件とした

システムを導入し，平成 25 年度以降におけるシステムのランニングコ

ストを，平成２４年度を基準として年間約 5,200 千円縮減できる見込み

です。 

 

 

○平成 25 年度において愛称を募集します。 

 

 

○車両がタクシー会社の所有であるので，直ちにできるとは言えません

が，今後タクシー会社と調整を図っていきます。 

 

 

○市民ニーズを把握するため，平成 25 年 2 月頃に利用者アンケートを

実施する予定です。 

なお，本事業はバス・タクシー事業者等との共存共栄を大前提として

おり，土曜日及び日曜日の運行は，既存公共交通への影響が懸念される

ため，現在のところ実施する予定はありません。 

事業のやり方改善（事

業費削減） 

 

５ 

 

６ 

生活保護給付事業 

 

生活保護適正化事業 

社会福祉課 改善し，継続 ○保護者の種別ごとの対応など適正に行われ，人口規模から何故県内 6 位な

のか，またその要因は何かなど保護率の高さの分析も的確に把握しているな

ど評価できる。 

 

○生活保護決定については，本人による申請から始まるケースが多いと思わ

れるが，本当に困っている方の中には，生活保護制度を知らない方や生活保

護を受けるのを良しとしない方もいると思われるため，真の生活困窮者が埋

もれていることも考えられる。 

 そのような中，国の制度として，市が行っている生活困窮者に対する取り

組みで市の裁量は限られていると思うが，真の生活困窮者の把握のため，民

生委員をはじめとする地域住民との連携，情報提供のあり方を再検討し，現

○生活保護は、受給者の最低限度の生活が権利として保障されている反

面、一定の義務を負う(制限を受ける)制度であることから、対象者が制

度の内容を良く理解したうえで、申請により手続きを開始することが原

則となっています。 

また、法定受託事務として、制度運用の本質的な部分について市の裁

量が制限されています。ご意見を頂いた内容は、地域における要支援者

と向き合う市の姿勢のあり方についてであり、独自の取り組みが可能で

す。 

ご意見をいただいた内容について，今までの笠間市の取組としては，

下記に示すとおり行っています。 

①民生委員を対象とした生活保護制度の研修会 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

 

活動量増大による成果

向上 
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状に甘んじることなく生活困窮者の実態を把握することに努めるべきであ

る。 

 

○就労支援の充実，強化を図るとともに，自立した世帯が再び要保護者とな

ることがないよう自立後のフォローを行うべきである。 

・民生委員協議会の要望により、地域での相談者として必要な制度概要

の理解を深めるため、生活保護等制度の説明・意見交換会を実施(２時間

程度) 

②生活保護の適用時等における情報交換 

・生活相談や申請にあたり、民生委員が関与していない案件について、

調査時に地域での生活状況把握の有無等についての情報交換。 

・毎月の定例会議において、保護の決定・廃止等にかかる通知書(写し)

の配布。 

③地域住民からの情報提供に対する対応 

・保護受給者の生活状況に関する問題点等の情報提供について匿名の情

報であっても対象者が確認できる場合は、内容確認と必要に応じた調

査・指導。 

 

しかしながら，ご意見のとおり生活保護制度及び福祉諸制度の適正実

施のためには，民生委員をキーパーソンとした地域における要支援者の

実情把握等が必要不可欠であることから，平成２４年度から，これまで

以上に行政と民生委員との連携強化を進めるため，民生委員定例会等を

活用し，情報交換や地域で活動する中での問題点の有無などを整理する

機会を設け，行政と民生委員が共通理解したうえでの新しい仕組みを構

築していきます。 

 

○就労支援事業については，事業開始以来世帯の自立や増収等一定の効

果を挙げており，今後も対象者の増加や制度運用等について柔軟に対応

していきたいと考えます。 

保護廃止による自立後のフォローについては，現在も増収に繋がる転

職の相談を受けるなど，関わりのある世帯もあります。 

自立後の世帯に対して，行政側から積極的に関わりを持っていくこと

は難しい場合が多いですが，就労後すぐに安定した生活を送れる方ばか

りではないため，保護受給中にケースワーカーとの信頼関係を構築する

ことで，相談しやすい環境をつくり就労後のフォロー体制を整えます。 
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７ 配食サービス事業 ○配食サービス事業は市の補助金により社会福祉協議会が行っている

事業で，多くのボランティアが関わって実施されています。 

当事業の目的は安否確認というよりも，食の支援及び孤独感の解消と

いう観点から，地域（人）とのふれあい・ボランティア(人材)の育成と

いうことで事業展開していくことができないかといった方向で社会福

祉協議会と検討を重ねてきました。 

今後の対応として，平成 25 年度からボランティア活動の推進及び育

成を図る目的として,ボランティアセンター活動補助金(社会福祉課)で

実施する見直しを行います。 

目的再設定 

 

事業統廃合 

８ 愛の定期便事業 ○高齢者等支援が必要な方が住み慣れた地域で安心して暮らせるため

に，地域に根ざした見守り体制を構築していきます。 

それには，平成２５年度から地域包括支援センターの窓口業務の中で

高齢者の訪問及び実態調査を行うとともに，在宅ケアチームを組織し見

守り体制を整えていきます。 

また，市内において事業活動を営む事業者等が事業活動中において，

高齢者の日常生活での異変と思われる状況を発見した際に，市へ連絡す

る体制を整備していきます。 

愛の定期便事業を取り止めるには，利用者，民生委員，児童委員及び

委託業者への事業転換の周知，更には見守り企業の協力，在宅ケアチー

ム組織化を円滑に行うことが必要であるため，平成 25 年度については，

現行どおり継続していきます。 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

 

９ 緊急通報システム

事業 

高齢福祉課 廃止 独り暮らし高齢者見守り３事業総括 

○「配食サービス事業」，「愛の定期便事業」，「緊急通報システム事業」の３

事業は，独り暮らしの高齢者の安否確認及び心のふれあいを通じた孤独感の

解消，更には緊急時における迅速な対応などを目的とした高齢化社会に対応

するための事業であり，行政の役割として市が取り組むことは適切である。

また今後益々市内の高齢化が進むことを考慮すると拡大せざるをえない施策

である。 

 しかしながら，各事業において本来の目的が達成されていない現状から、

一旦当該事業を取り止め「地域の見守り隊（仮称）」という地域に住む独り暮

らし高齢者を地域で支える組織を作り、その組織運営の手段として、当該３

事業を含めた様々な事業を再構築して行くことが必要である。 

 

 

 

個別事業 

○「配食サービス事業」はボランティアに支えられた事業で活動頻度に限界

があることから，安否確認という目的では効果は限定的である。目的，対象

への基本的考えを再検討すべきである。 

 

 

○「愛の定期便事業」は乳製品の手渡しを通じて独り暮らし高齢者の安否確

認及び孤独感の解消を図ることを目的として行われているが、早朝配布など

手渡しされている割合が低いことから機能していないことは明らかであり，

根本的見直しを図るべきである。 

 

 

○「緊急通報システム事業」は現状では誤報が多く，システム自体を考える

べきである。 

 

○独り暮らし高齢者が増加していく中，住み慣れた地域での生活を継続

し，地域で安心して暮らし続けるためには，防犯・防災対策等の充実が

必要であり，緊急時に備えて，緊急通報システムというハード面の整備

と関係機関，地域関係者等の人的な連携・協力体制を強化していくこと

が求められています。 

 今後の対応として,誤報が多く消防業務に支障をきたす消防本部が受

信を担う直接実施ではなく，既存の緊急通報システムに付帯サービス

（安否確認・健康相談等）を付けることで，より一層の安否確認・見守

りの強化と地域包括ケアネットワークに必要不可欠な情報の共有化を

図っていきます。また，民間事業者等に委託する委託実施を視野に入れ,

システムの選択，対象者，利用者負担などの課題を整理し，平成 26 年

度から移行できるよう進めていきます。 

事業のやり方改善によ

る成果向上 
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１０ 自主防災組織育成

事業 

総務課 改善し，継続 ○自主防災組織育成については，他の自治体の例にあるような大きなエリア

での単位ではなく，現実的に災害に対応できる小規模行政区単位で作られて

いることは評価できる。 

 しかし現状の組織率は十分なものとは言えないことから，更なる組織率向

上を目指し、防災に向けた人的ネットワークを確立すべきである。 

 

○時限付の補助制度は，効果が出るまで継続して行うべきである。 

 

 

 

○市は組織化された地区が実際に災害対応できるようにするため，要援護者

の有無等を一元的に把握し統括することはもちろん、災害訓練及びディグ訓

練(図上シミュレーション）などの支援，アドバイスを継続的に行うべきであ

る。 

○「笠間市自主防災組織連絡協議会（仮称）」を設立し，組織間の情報

交換による連携強化及び先進的な取り組み情報等を提供するなどの支

援を行っていくとともに，連絡協議会を本事業の推進組織として位置付

け，組織率向上の促進を図っていきます。 

【平成 24 年 10 月末現在組織結成状況】74 組織（組織率 30.55％） 

 

○笠間市の組織結成状況は，県内市町村と比較して平均値よりも低いた

め，平成 25 年度についても引き続き資機材整備に関わる補助金の拡充

を延長し事業促進を図っていきます。 

 

○災害時における要援護者対策については，「災害時要援護者避難支援

プラン個別計画」を策定し支援していきます。 

また,自主防災組織をはじめ適正な役割分担により情報を管理し対応

していくとともに，茨城県や市が開催する総合防災訓練，防災に関する

研修会等への参加を要請するなど，結成後も活動を支援していきます。 

 

 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

１１ 公園施設管理事業 管理課 改善し，継続 ○現在の委託にかかる費用とグリーンパートナー制度の報償費には大きな開

きがある。行政と地域がともにメリットがある制度にするために，行政区に

委託する等その中間的な管理体制を検討してはどうか。 

 

○グリーンパートナー制度については，事業計画（除草回数，ゴミ拾い回数

等）を求める今のやり方ではなく，快適な環境を維持するための管理マニュ

アルを作成し，協力をお願いする姿勢で押しつけではない市民協働を目指す

べきであり，自主的活動を促進する意識付けを行うのが行政側の役割である。

 

 

○遊具が設置してある公園もあるようなので，その管理については，年 1 回

の点検で良いのか検討する必要がある。また，市内全域の市管理の遊具につ

いて，統一的な点検マニュアルを作成すべきである。 

 

○グリーンパートナー制度は，都市公園の管理のための手法として取り組ま

れているが，市全体の公共空間の維持管理という観点から，市民協働の地域

づくりをベースとして，一旦リセットし再構築してはどうか。 

 

○行政区に委託する中間的な管理体制とのことですが,複数の制度を同

一の対象に被せることは管理制度の煩雑化などの問題も考えられるこ

と，またグリーンパートナー制度も登録団体が年々増えてきていること

から，今後は要綱等の改善を視野に入れグリーンパートナー制度の見直

しを進めていきます。 

また，ホームページや地区懇談会等で更なる周知をしていきます。 

なお，市が行う公園管理の委託業務を平成 24 年度までは事業，公園

毎に発注していましたが，平成 25 年度より発注方法を見直し，限られ

た予算の中で質の高い管理が図れるよう進めていきます。 

 

○遊具の点検については，専門的な知識がなくても点検が出来るような

点検マニュアルを作成しています。作成後は自治会等に遊具の点検をお

願いして行きます。 

 

事業のやり方改善（事

業費削減） 



平成２４年度 笠間市行政評価外部評価対象事務事業 外部評価対応状況一覧表 
 

番号 事務事業名 担当部署 外部評価結果 意見・提案 改善事項 今後の方向性 

１２ 道路水路維持補修

事業 

管理課 改善し，継続 ○道路管理を市民全体で行う道路里親制度の目的，そして推進して行く市の

方向性は非常に良い。しかし，そのためのＰＲに工夫と努力が足りないので

はないかと感じられる。受け皿となる団体が行政区とするならば，区長会で

のＰＲなど積極的に活動を促進する取り組みを行うべきである。また，行政

区だけに主眼を置くのではなく，企業や商店街をはじめとする各種団体に働

きかけるべきである。 

 

○里親制度の内容，特に条件等（対象範囲・人数・作業回数・報奨費）に問

題がないか，十分検証し，真の市民協働の推進を図っていくべきである。 

 

○道路管理上の不良個所の発見については，担当職員のパトロールのみでは

限界があると思われる。そのためには，不良個所の早期発見，早期通報が促

進される仕組みを作るべきである。 

（里親となった団体からも不良個所の通報がされることが望まれる） 

○今後，広報・ホームページ・各種会議等を通じて積極的にＰＲしてい

きます。 

 

 

 

 

 

○条件（対象範囲・人数・作業回数・報償費）については現場状況を十

分勘案したうえで，検証していきます。 

 

○道路里親の活動の中に道路パトロールを組み入れ，不良箇所の早期発

見，早期通報のシステムを構築していきます。 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

 

１３ 消防団本部運営事

業 

消防本部 

総務課 

改善し，継続 ○消防団員の確保に向けて，単に募集広告を出すだけではなく，住民の生命

財産を守る重要な仕事をしているというやりがい等を積極的にＰＲするなど

団員確保に工夫を凝らすべきである。 

 また，女性消防団の活動を広くＰＲするなど広報業務を充実させたい。 

 

 

 

 

○消防団員の確保については，単に定員に満たない，団員の確保が困難とい

う問題で終わらせるのではなく，将来を見据えた笠間市における消防団組織

のあり方を人口規模，地理的条件，または想定される災害等を考慮して統廃

合を検討し，それにより分団数，定数の見直しを図るべきである。 

 

○消防団の役割は長年にわたり，大きな変化は無く，火災への対応が主な役

割であったが，常備消防が充実した笠間市の現状においては，消防団の役割

にも変化が生じていると思われることから，今後は地域防災との関連を強め

て行くべきである。 

○笠間市独自に作成した団員募集パンフレットを活用し，地域の区長や

消防後援会と連携して団員確保を進めていきます。 

女性消防団員の活動に関しては，これまでの普通救命講習会や住宅防

火診断に加え，幼稚園等に直接訪問しての幼児防災教育や各事業所への

防火ポスター配布など活動を推進することで広報業務を充実させてい

きます。 

 

 

○消防団組織のあり方について，平日の特に日中の出動可能団員数，職

業内容，各地区の入団可能な人員の掌握等の実態調査を行い，今後の消

防団組織について検討していきます。 

 

 

○大きな災害発生時には常備消防だけでは対応は難しく，消防団との連

携は必要です。 

また消防団は，火災防御に限らず風水害警戒や行方不明者の捜索など

自分のまちを災害から守るために地域の防災リーダーとして活動して

います。今後は，更に防災機動力を高めるため，地域と連携しての消化

訓練や救急法の実施を進めていきます。 

 

事業のやり方改善によ

る成果向上 



平成２４年度 笠間市行政評価外部評価対象事務事業 外部評価対応状況一覧表 
 

番号 事務事業名 担当部署 外部評価結果 意見・提案 改善事項 今後の方向性 

１４ 防犯施設整備事業 市民活動課 改善し，継続 ○通学路における防犯灯の設置については，早期に必要とする箇所に設置し，

設置率１００％に向けて取り組むべきである。 

 

 

 

 

○防犯カメラの運用には，犯罪抑止に効果があるとのことであれば，防犯カ

メラが設置されているという表示を誰もが目に付くように配置し広く知らし

めなければ，その目的及び効果は十分とはいえないため，必要な範囲に有効

的且つ効率的に配置すべきである。 

 

○防犯灯整備については，将来的に維持管理における費用及び人的コストを

如何に縮減させられるかを前提として捉え，そのために有効な手段（防犯灯

の種類）を選択すべきである。 

○平成 20 年度通学路実態調査の必要箇所（Ａランク）については，早

期（今後 2ヵ年程度）に設置します。 

また，学校や行政区からの設置要望については，現地確認のうえ，市

あるいは行政区で設置に努め，通学路の安全確保に取り組んでいきま

す。 

 

○防犯カメラが設置されている箇所に「防犯カメラ作動中」の看板を設

置していますが，現地を再度確認し，防犯カメラが設置されているとい

う表示を誰もが確認できるよう看板を 4 箇所追加しました。 

 

 

○現在は蛍光灯より明るいコンパクト型の設置を行っていますが，環境

面や費用面を考慮して，平成２５年度から計画的にＬＥＤ型を設置して

いきます。 

行政区に対しても電気代が安いＬＥＤ型の設置を推進します。ＬＥＤ

型設置の推進にあたっては,従来どおり補助金制度を設けていきます。 

 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

 

１５ 市民活動助成事業 市民活動課 改善し，継続 ○助成金の応募団体が伸びていないという課題を解決するためには，広く市

民に対し，応募団体の審査，活動，結果の一連の流れを公開で行うことで，

如何なる活動内容で採用されるか，如何なる成果が得られれば採用されるか

を分かりやすい形にすることで，応募団体も増加すると思われる。 

 

 

 

○当事業の対象は一部の団体，ＮＰＯ法人のものとなっていることが実績か

ら窺えるが、本来の市民活動の基本は，地域コミュニティーであることを念

頭に，地域の中で人材育成，事業支援につながる事業として発展させるべき

である。 

○今年度助成した団体については，広報かさまで活動内容を紹介してい

ます。今後は更に広く市民に知っていただくため，活動の成果を発表す

る場を設けていきます。 

また，平成 25 年度からの審査会は，応募団体のプレゼンテーション

を市民に公開していきます。ただし，審査会による採択，不採択の審査

については非公開とし，審査結果を公表いたします。 

 

○「健康」「防災」などの地域課題をテーマにしたコミュニティーを活

性化する事業に対する助成制度を創設するなど，地域コミュニティーに

対する助成制度の研究を行い，平成２６年度から事業実施に向けて進め

ていきます。 

事業のやり方改善によ

る成果向上 

 

 
 


